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１．背景・目的・調査研究内容

①有識者へのヒアリングの実施
議会・選挙等に精通する７名の有識者に対して、投票率の向上に向けた課題についてのヒアリングを実施

統一地方選挙（道府県議会議員選挙）を巡っては投票率の低下が深刻な問題となっており、令和５（２０２３）年４月の選挙では
４１．８５％と過去最低を更新したこと及びブロック議長会議における問題提起等も踏まえ、都道府県議会議員選挙の投票率向上に向
けた課題の調査・研究を事務局において行い、その結果を主権者教育の推進など今後の本会の活動に活用していく。
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職名（当時）氏名日程

一般社団法人選挙制度実務研究会会長大泉 淳一令和５年１１月２１日

慶應義塾大学大学院システムデザイン・マネジメント研究科教授谷口 尚子令和５年１２月２２日

東北大学大学院情報科学研究科准教授（本調査研究事業アドバイザー）河村 和徳令和６年 １月１１日

東京大学大学院法学政治学研究科教授金井 利之令和６年 １月１９日

総務省主権者教育アドバイザー小島 勇人令和６年 ２月１４日

特定非営利活動法人ドットジェイピー理事長佐藤 大吾令和６年 ２月１６日

大邱大学招聘教授高 選圭令和６年 ３月 ４日

②諸外国調査（一般財団法人自治体国際化協会の協力を得て調査）
投票率が高い諸外国に対して、主権者教育の取組、投票環境、義務投票制等に関する調査を実施
【調査対象国（８か国）】イタリア、スウェーデン、デンマーク、ドイツ、ノルウェー、ベルギー、オーストラリア、シンガポール

③都道府県調査
４７都道府県（主に選挙管理委員会及び教育委員会）における、都道府県議会議員一般選挙の投票率、選挙啓発の取組状況、投票
環境等に係る調査等について調査を実施 （※）教育委員会には主権者教育の推進を図る上での課題についてのみ回答依頼。

④学校調査（都道府県選挙管理委員会・義務教育担当課・高等学校担当課・特別支援学校担当課・私学担当課等を通じて回答依頼）
公立・私立の小学校・中学校・高等学校・特別支援学校における、議会事務局などの外部団体と連携した主権者教育の取組状況等に
ついて調査を実施（計１６，３４３校から回答）

▼ヒアリングを行った有識者一覧（７名）

（１）背景・目的

（２）調査研究内容

ヒアリング及び調査結果を以下の５つの課題・論点に整理
①有権者の政治参画意識、②立候補者、③投票環境、④選挙制度、⑤その他
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統一地方選挙における都道府県議会議員選挙の投票率は低下が続いており、令和５年
は４１．８５％と過去最低を記録した。
（過去最高は昭和２６年（第２回）の８２．９９％）

２３都府県から得られた令和３年７月以降の都府県議会議員一般選挙の年代別投票率
によれば、投票率は１０・２０代が他の世代と比べ低く、年代が増すごとに段々と上
昇していき、８０代以上が再び低下する傾向にある。→６頁参照

投票率向上のためには若者、また、移動手段の制約や健康上の問題を抱えやすい８０
代以上の高齢者層の投票を促進する取組が重要となる。

２．都道府県議選に係る投票率の現状と投票率を決める要因

（１）統一地方選（都道府県議選）の投票率

（２）投票率を決める要因

Ｒ＝Ｐ×Ｂ－Ｃ＋Ｄ
有権者が投票することにより得られると期待される利益
（Ｒ＞０であれば投票し、Ｒ≦０であれば棄権する）

Ｒ（Ｒｅｗａｒｄ）

選挙制度等→概要版等参照個人の１票が選挙結果に影響を及ぼす可能性Ｐ（Ｐｒｏｂａｂｉｌｉｔｙ）

立候補者に関する情報発信の工夫・充実、
多様な人材の立候補促進等→概要版等参照

各立候補者が当選した場合等にもたらすと期待される効用
（政策など）の差

Ｂ（Ｂｅｎｅｆｉｔ）

投票環境の向上等→５頁投票に必要な時間や労力などの投票にかかるコストＣ（Ｃｏｓｔ）

有権者の政治参画意識の向上→４頁
投票という義務を果たすことで得られる満足感や、政治的
な選好を表明することで得られる満足感等

Ｄ（Ｄｕｔｙ，Ｄｅｍｏｃｒａｃｙ）

ライカーとオードシュックの投票参加モデル＝有権者の投票行動に影響を与える要因を定式化

投票率向上に向けた主な課題
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３．若者の政治参画意識の向上

若者の投票率が低い背景にあるもの：若者の政治に対する関心の低さ・希薄な当事者意識・不信感

国や社会の問題を自分事として捉え自ら考え行動していく力を育成する主権者教育をこどもの頃から
積み重ね習慣付けることで、政治に対する関心を高め投票することの大切さを理解してもらうことが重要

（具体的な主権者教育の取組）

①若者自ら課題を探り解決策を提案し政策として実現を図る取組の推進：
若者自ら社会課題を探り提案した解決策が議会や行政に取り入れられ政策に反映されることで「自分の力で世の中を変えられ

る、投票してもっと世の中を変えよう」という意識が育まれ、積極的に社会や政治に参画しようとする意欲の向上に繋がる

②議員との交流を通し、政治を身近に、そして信頼感を醸成：
若者が議員と直接交流し身近な地域課題が議会で解決されていることを知ることで、議会が自分の生活に身近であることを実

感してもらい、また、地方公共団体の重要な意思決定を行う議会への信頼感を醸成することも大切

③多様な主体と学校との連携の推進：
投票率低下は社会全体の問題であり議会をはじめとする多様な主体が主権者教育に取り組む必要があるが、令和５年に学校と

議会が連携した取組はわずか３．９％にとどまる。議会が主体となった主権者教育の更なる推進が重要

学校における外部団体と連携した主権者教育の実施状況（令和５年）【概要】

連携先

事例
なしその他地域や

家庭NPO等⼤学左記以外の
⾃治体機関

議会
事務局

選挙管理
委員会

71.0%3.5%6.0%1.8%0.6%4.8%3.9%12.9%

N＝16,343（全国の公⽴・私⽴の⼩学校・中学校・⾼等学校・特別⽀援学校に調査）

北欧では義務教育段階から民主主義を学び政治に触れる機会を提供することにより、

若者の高い投票率を実現。北欧の取組はこどもの頃からの主権者教育の重要性を示唆
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４．投票環境の向上

人口減少・地方公共団体の人的・財政的資源の制約等を背景に投票期日の投票所の設置数は減少傾向

○ 各地域のニーズ等を踏まえつつ、交通の便が良く多くの人が集まるショッピングセンター等への共
通投票所の設置や、通勤・通学のついでに投票できる期日前投票所の設置の推進が重要

○ 公共交通機関の廃止が相次ぎ高齢者等の運転免許証の自主返納が推進される中、健康に不安がある
高齢者など投票所への移動が困難な人の投票機会確保のため移動期日前投票所の取組の推進も重要

（１）人口減少問題等を踏まえた投票所の設置

（２）大学生等の住民票の異動促進

○ 実家を離れて大学等に通う学生の約６割
が住民票を異動していない。住民票を異
動していない若者の投票参加率が３割を
下回っているとの調査もある。

○ このため、家庭や学校、行政など多様な
主体が連携して住民票の異動促進に取り
組むことが重要

27.3%

68.2%
58.0%

17.0%

14.7% 14.9%

0%

20%

40%

60%

80%

学生 社会人

移している 移していない わからない

住民票を移している若者の割合※ 住民票を移さない若者と移した若者の投票参加率の比較※

60.7%

39.3%

現在住んでいる市区町村に選挙権があった

投票に行った 投票に行かなかった

29.8%

70.2%

以前住んでいた市区町村に選挙権があった

投票に行った 投票に行かなかった

POINT
住⺠票を異動しない若者の投票率が低い出典：明るい選挙推進協会「第２５回参議院議員通常選挙における若年層の意識調査」

（３）交通費補助・公共交通機関の無料化（イタリア、ベルギーの取組）

○ イタリアでは、選挙人名簿登録地のコムーネ（基礎自治体）を離れている選挙人が投票
日に当該コムーネに投票に行く場合、交通手段（鉄道、飛行機、船舶及び高速道路）の
利用に係る割引を受けられる。

○ ベルギーのワロン地域（広域自治体）では、全地域住民を対象に投票日は公共交通機関
が無料化される。

※18-24歳
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【参考】投票率の推移と年代別投票率
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44.9866.5165.2158.1449.1642.3831.9428.79秋田

－46.53※48.8037.5831.3126.6018.4524.65宮城

44.9970.8966.7158.0749.9041.4032.6034.10山形

39.5855.9151.0141.1533.0627.7318.9526.04福島

41.0457.4153.7246.6541.1534.2225.8037.47東京

36.4652.2148.3740.0933.5228.8922.9029.56千葉

38.5954.7951.1040.7132.8825.1318.2923.46茨城

42.8664.4859.4846.8139.4332.8523.1626.39新潟

33.3048.2145.8349.5443.2242.7541.9537.3732.9735.6729.0328.8527.1726.26愛知

41.1058.1955.1446.7340.5835.9423.8124.41静岡

42.6057.3454.1344.8337.6832.9524.8327.19岐阜

39.4361.6059.3249.3040.4134.5524.7224.10富山

48.3070.6966.8755.3247.8740.8828.0830.41石川

37.3647.1240.3928.2931.9231.3221.2829.17京都

38.9953.2048.9340.1934.1728.9019.3423.36兵庫

37.4149.3446.7237.3531.3225.2617.6918.89広島

41.3956.0252.2241.2033.5727.4520.5920.59岡山

41.8056.9457.0856.2752.4044.6639.9434.0431.5928.9729.6720.5917.3818.27山口

42.0558.8358.8356.9952.3345.3940.4637.0534.5131.4328.7523.5917.4420.03香川

44.4965.0954.2346.4940.2231.6623.4618.29高知

35.5450.0646.2640.1333.4328.9619.9217.33愛媛

37.9752.8947.5838.6931.5725.4918.1124.17福岡

43.0061.4757.0348.6237.4029.8521.8719.70宮崎

－61.90※71.3862.9655.5647.1336.5043.23R3衆

－55.72※65.6957.3350.7644.8033.9935.42R4参

（注）都道府県調査で回答を得た、令和３年７月以降に行われた２３都府県議選一般選挙の年代別投票率を掲載
宮城はＲ５．１０、福島はＲ５．１１、東京はＲ３．７、茨城はＲ４．１２、その他府県はＲ５．４の一般選挙
※は７０代以上

統一地方選挙（都道府県議選）の投票率の推移 令和３年７月以降の２３都府県議会議員一般選挙の年代別投票率


